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工業 開発 と地 域市場 の構造

伊 藤 森右衛門
'

(1)開 題 一 いわゆ る 「工場適地調査」 と

経営位 置論的考察一

地域開発の構想は,ほ どん と例外な く工業化(lndustrialization)を 目指

している。地域経済のマクロ的考察か ら全国と同じ又はそれ以上の経済成長

率を実現す るために,生 産性の高い産業部門(特 に第2次 産業の うち工業)

の拡大発展に志向し,し たがって工業誘致又は振興策を軸 として開発構想を

樹てるのが常である。
くユ　

しか し,別 の機会に述べたように,工 業開発は私企業の分野におけ る問題

であって,工 業部門の 目標を掲げ るに しても現実に企業が意思決定を行 なわ

ないか ぎり画餅にすぎない。 したがって地域総合開発計画はそれがあ くまで

も目標計画であるかぎり工業部門の将来をいかよ うに推計あるいは期待す る

ことについて何 ら異論を唱えるものではないが,た だ地域における工業開発

の具体的構想を樹てる場合,少 な くとも,い わゆる 「適地業種」を選定 しな

ければならない。 どの業種が 「適地」なのかを吟味す る場合,こ れか ら述べ

ようとする経営位置論的な考察を通 じて行 な うべきであるといいたい。

今 日までの工業開発計画に有力な資料 となっているのは,昭 和33年 か らは

じめ られた 「工場適地調査」であることは周知の通 りである。 「工場適地調

査」の諸項 目を検討 して,ど のような適地業種を選定す るかが問題である。

いわゆる適地業種の選定は概ね次のよ うな考え方によって行なわれてい る。

(1)拙 稿 「北海道総合開発の経営学的考察」 日本経営学会編 「日本の経営」,

(森山書店,昭35年)所 収。
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すなわち,第 一は用地,用 水の如 き自然的条件に恵 まれているとい うこと

か ら,用 地 ・用水に指向す る業種を選定す る。例えば,苫 小牧工業港の築設

に伴な う鉄鋼 ・石油 コソビナートを挙げる場合の如 きである。

第二は,北 海道においては原材料指向型の業種選定が実に多い。本道の四

大 生産物である農産物,畜 産物,林 産物,水 産物および鉱産物を主 とする業

種 は道内到 るところ適地 といってよいわけで,道 内各地で食料品工業や繊維

板工業の如 きが選定 され る。原料指向型の最 も極端な例は石炭化学および木

材 化学が挙げ られ よ う。

第三は,道 内市場を 目当てとす る業種 も少 くない。工業集積地域又は隣接

地域において多 くみ られ るのであるが,関 連企業 としての機械工業やコソク

リー トニ次製品の如 きがそれである。道内工場適地調査で最も多 く挙げ られ

ているもののひとつに都市 ガス事業がある。しか し,地 域需要に固着 してい

るものにはちがいないが,見 方によってはエネルギー供給の条件 とみ るべ き

で あろ う。

以上三つの業種選定について若干の例を挙げて説明したのであるが,各 々

の選定は もちろん他の条件 も勘酌されているとしても,な お業種の経営的位

畳 論的特性について吟味 してみなけれぽならないはずである。
ぐ　　

米花稔教授(神 戸大谷)は,「 経営の位置の問題は立地条件 としての技術

的 条件,市 場経済的条件,あ るいはその相互関係に よる制約等が直接的に関

係 を有す るのみでな く,間 接的に広 く経営の組織構成 を特徴づける技術的条

件,市 場的経済的条件が,経 済活動の空間性の問題にいちぢるしい関係を有

している。」 と述べ,「 位置との関連におけ る技術的性格」 「位置 との関連

1におけ る市場経済的性格」および 「位置 との関連における経営構成的性格」

を三つについて検討 している。この三つの経営的性格を中心に もういちど前

述 の適地業種の選定について考えてみたい。

「位置 との関連におけ る技術的性格」は,直 接的関係 として 「気候,土 地

(2)米 花稔 著 『経営 位置論 」(日 本経 済新 聞社 刊,昭34年)pp・210-211.
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閥係,水 等の 自然的条件,生 産技術上の所要労働の質的ならびに量的条件の

よ うな社会的条件があげ られる。 ともに地域的に多少 とも不均等に所在す る
ゆ　

ものであるか ら位置的特徴を もた らす ものである。」 この技術的条件の制約

臆 絶対的なものか らきわめて小 さな程度 まで幾段階 もあろ うし,ま た補完又

は変更 しうる条件 も考え られ る。後者の問題は多分に経営計算的視点か ら検

討 され るべきであろ うが,経 営政策のそれ として制約の補完又は変更が吟味

されねばならない。

「位置 と関連す る技術的条件」の間接的関係 とい うのは,「 生産工程の技

術上の性格(機 械,装 置,オ ー トメーシ 。ソの ごとき),工 程の可分性等

で,こ れ らの多 くは直接的にはあ まり立地条件にはな らないけれ ども,経 営

(会 社な らびに工場)の 規模,し たがって経営内の地域的分化のあ り方を特
くの

徴づけて」いる。ナー トメーショソのもつ技術的性格は,鉄 鋼 ・石油 コソピ

ナー トについて吟味す るさいには欠 くことの出来ない条件である。

「位置 と関連す る市場経済的性格」の直接的関係は 「工場が原料地指向,

市場指向,交 通(海 陸接合点等)指 向あるいは これ らの立地条件に直接的に
くの

制約 されない もの等に典型的に分類 され る。」 ここで問題 となるのは 「空間

克服のための運送費用」と同 じく 「時間的側面」 とがある。北海道は広大な

地域で あるだけに 原料地指向 といって も,原 材料の輸送 費用の問題 もある

し,製 品の域外市場 までの輸送費用 も同様であ り,就 中後者の場合輸送費用

は 大きなウエイ トを 占めることは周知の通 りである。この問題については後

に詳 しく検討す るところであるが,業 種選定にあたって市場の規模 と距離 と

は 重要な因子である。

「位置と関連す る市場経済的性格」の間接的関係とは,「 環境 としての地

=域社会 との関係か ら,進 んで国民経済の発展段階ない し構造,経 営存立の背

(3)米 花 稔 著 「経 営 立 地 政 策 」 評 論 社 刊,昭36年,p・23.

(4)前 掲 書p.24.

(5)〃p.26.
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くの

景 としての市場経済的関係がそれである。」北海道 とい う地域が企業にとウ

てどんな環境 として存在 しているか,国 民経済の発展段階にいかに対応 して

い くか,引 いては企業に対す る地域社会の態度は どうか(米 花教授は夙にビ

ジネス ・クライメイ トbusinessclimateを 問題 とされて いる。)こ れ らの

諸問題 も北海道に とって検討を要す る点であ り,同 時に,道 外か らみた北海

道に対す る評価 も無視できない。道民の評価 と道外か らの評価のズ レこそ企

業誘致にとってひとつの盲点 といわねばならない。

次いで 「位置 との関連における経営構成的性格」 とは,「 経営の規模,経

営内の地域的分化等の経営の内部関係 としての態様な らびに経営相互の地域

的集中と分散,さ らに垂直的,水 平的な相互関係の形成等の外郭関係として
くり

の存立の態様等」で,経 営立地の問題点の一つをな している。すなわち,経

営の地域的分化 としては,製 造部門の地域的分化,製 造部門と販売部門の地

域的分化,本 社 とその他の部門の地域的分化およびその他特定職能部門の地.
(8)

域的分化などが挙げ られている。北海道の場合に原料か ら製品 までの一貫 し

た工程を有す るものが少い し,同 時に,道 内に進出 して くる企業は大企業の

地域的分化の例が多い。地域的分化の態様か ら北海道 とい う地理的位置や垂

直的,水 平的な相互関係を改めて見直す ことは企業誘致および育成上看過で

ない点である。

前述 したように,道 内の工業開発構想のなかで自然的条件の優位性か ら鉄

鋼 ・石油 コンビナー トの誘致を例 として挙げたのであるが,こ の場合技術的

性格の間接的関係,就 中装置の技術的かつ経済的性格を充分に吟味 しなけれ.

ばな らない。すなわち装置工業は大規模化 しつつあるし,多 角的な関連を有

す る製品をつ くり出す。したがって製品化の段階がcombinationbypipeで

あるとい う技術的な性格 と,二 次か ら三次と最終製品までの段階 も近接する

(6)前 掲 書P・28.

(7)〃p.30.

(8)〃p.30.
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地域に集積 していなければな らない。しか も,製 品化の段階におけ る副産物

の市場性なども看過出来ない。 もし道内に鉄鋼 ・石油 コソピナー トが存在す

るとした場合,空 間的克服のための費用だけが明らかに不利 となることは疑

いのないところである。か りに新製品が登場 し,こ の製品が コソピナー トの

主体となるのであれば,全 国的市場を 目当てに存立す る条件が生 まれてこよ

う。現在の製品であ るかぎり地元需要が小 さい うえに,全 国的市場は既成工

場の能力に よって充たされている。 したがって 「位置」の自然条件は,そ の

業種が拡張につ ぐ拡張をつづけている場合にのみ優位性を主張 しうるし,前

に述べた製品化の段階 もしくは最終製品 までの関連業種が存在 している地域

で用地 ・用水の自然的条件が未だ余地があり,そ して少 くとも経営計算的な

限界に達 していなければ,企 業の意思決定に とって自然的条件の優位のみで

は何 ら有力な誘因とな らない。

同じような問題は原料 地指向型の業種についてもいえる。 このような業

種は殆んと域外市場を含めての経営規模を考えざるを得ない。しか し,生 産

工程の可分性のある業種は原料処理および半製品が原料地指向型 とな り,地

域的分化の態様をとる。北海道工業の構成をみると原料処理又は半製品の段

階にあるものが多 く,し か も殆んとが道外市場に出荷 している。原料地指向

型の業種があって道外市場を含めての経営規模であれば,市 場 までの輸送費

用や建設費の増嵩などをカバーしうるであろ う。紙パルプの如 く道外 よりも

経営規模を大き くして空間的克服が可能 とされ るのである。これに対 して道

内市場指向型になると経営規模 と市場の大いさ(地 元需要)と のアソバ ラン

スが生 じて くる。このア ソバ ラソス,言 いかえれば不利 な規模で操業す る道

内企業が価格面で道外製品 と競争的立場に立 され ることになる。道外の企業

が最適規模を選択出来 るとすれば,そ の価格は輸送費用を プラスした ものに

な り,こ れ と競争す る道内企業はその価格 よりも下廻っていなければ市場を

確保できない。

したがって市場の狭阻性が道内企業の規模にとって大きな制約となってい

●
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る。道外か らの移入量が・一定の大いさに達すれぽ道内に も経営立地の条件は

出来 る。 しか し,ひ とつの企業が占める市場 占有率が最適に近い経営規模に

達 しうるか どうかが問題である。同時に製品化の段階の条件をいれ ると半製

品を生産す る道外企業が道内で製品化す る規模と市場に近接 して製品化す る

規模 と異な らざるを得ない。半製品の輸送費用は量的増加 とともに有利化 し

て くるし,道 外で製品化 して逆に道内市場に もち込む場合 も輸送費用の負担

は少 くな り,中 小規模で製品化す る道内企業 との競争で優位に立つ。道外か

ら両者が半製品を もって くるとすれば,同 一企業の地域的分化 と単一企業 と

の有利不利の問題 となるし,原 料又は半製品を地元で調達で きるか どうか と

い う地域内の垂直的な分化の程度 と価格が後者(単 一企業)の 有利不利を決

定する条件になる。

以上三つの経営的性格の種 々な場合を とり上げてみたのであるが,要 す る

に企業の誘致又は育成を策定す るとき,技 術的性格については相当の吟味が

なされてい るが,し か し,他 の二つの性格,す なわち市場経済的性格 と経営

構成的性格を軽視 していることを指摘 したい。

(2)北 海道経済 の対外的構造 と企業誘致

「位置 と関連す る市場的性格」の直接的お よび間=接的な関係を検討す るに

あたって,地 域経済の対外的構造,す なわち移輸出入の構成をひとつの手が

か りとしてとり上げてみよう。

北海道の移輸出入類は,昭 和34年6,370億 円であったが,同36年 には約LS

倍 の9,491億 円に達 していて,道 民所得の伸びに比 して遙かに大 きく,移 輸

出は約1.4倍 に対 し移輸入は約1.5倍 と後者の倍率が大きい。

移輸出入が道民所得を上廻わ る伸びを示 しているのは,移 輸出については

地域的特化の商品の量的増加および製品の高次化に よる価額の増大を意味す

るし,移 輸入については道内市場の拡大,発 展および移輸出入を含め経済規

模の拡大に伴な う原材料消費量 の増大とによる。要す るに以上の傾向は,移

■
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第1表 移輸出入額および道民所得の推移

区 到 昭和34年 昭和36年 36/34

移

輸

出

輸 出

移 出

計

百万円

21,314

275,063

296,377

百万円

19,891

402,107

421,998

%
93.3

146.2

142.4

移

輸

入

輸 入

移 入

計

22,393

318,250

340,943

44,976

482,134

527,110

200.8

154.5

154.7

合 計 637,020 949,108 149.0

道民所得 521,997 697,954 130.0

注 昭和38年版北海道経済白書p・51所 収

輸出の増大は 道外市場の拡大であ り,移 輸入の増大は道内市場の拡大であ

る。

しか し,移 輸出については次の点が明 らかに されれば,道 外市場の拡大 と

商品特化の方向が 判るので あるが,現 在の 資料か らは,こ れを推計できな

い。 もし物価の動 きを無視するとすれぽ,移 輸出入の数量統計があるか ら,

これを金額で割れば,量 的な増加が高次化による増加が どうかが判 ることに

な る。しか し,現 在の推計は数量に単価を掛けて推計 してい るので,単 価の

と り方に依存 していて,以 上の ことを知るための作業 も出来ない。すなわち

①34年 当時 と同じ商品であって,単 に数量が増加 した もの,

② 同じ商品であるが,単 価が上昇 して金額が増大 した もの,

③ 商品の加工又は製造の段階が高次化 して増加 したもの,

④ 道内で生産 されていた商品で,従 来移出されているもので新たに加わ

った もの,

⑤ 従来道内で生産されていないもので,新 製品として移出され るように

なった もの。

もし移輸出の増大 した品 目について以上のような分類が出来れぽ,地 域商
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品の特化的な拡大が,(イ)量的なのか,質 的なのか,(ロ)需要増加に よるのか,

新市場の獲得に よるのか,又 はの新価格によるのか,新 需要に よるのかが判

る。 これによって 地域経済 の対外的 構造の高度化 の一面を 知 りうる。原木

輸出が製材にな り,床 板にな り,そ して又単板か ら合板,合 板か ら繊維板へ

と高次化 し,そ れが同時に家具へ と製品化の 度合を高めた とすれば,移 出

構造の高度化である。それによって付加価値手取 り率 も高め られ ることにな

ろ う。同 じ分類の商品で も,ど のような理由で増大 したかは特化の方向を考

える場合にきわめて重要 といわねばならない。

逆に移輸出の減少 したものについて も別の角度か ら検討 してみ る必要があ

る。

① 製品そのものが陳腐化 して衰退 した もの,陳 腐化す るにいたった原因

は種 々考え られ る。.

② 道外の競争が激 しくなって排除 されたもの,価 格的な場合 と販売組織

上の問題などある。

③ 道内市場の拡大によって移出す る余力がな くなったが,あ るいは地元

市場が有利 となった もの,

④ 商品の加工度が高 まって別の項 目に入って しまった もの,

⑤ 原料不足又は枯渇によって生産 しな くなった もの。

移輸出の減少原因の うち④は移輸出増大によるものに含まれ る。①の場合

は国民経済の発展段階 とい うか,需 要構造の変化に対応 出来ない例であっ

て,道 内商品のなかでそのような ものは少 くない。②の場合 も市場活動の拙

劣さによって減退を余儀な くされ るもの もあるし,逆 に移輸出増大が小さい

場合同様の原因となることもみ られる。地域にとって問題なのは,原 材料が

生産 されていなが ら,道 外品に抑 さえ られて移入品 目の増大になるような場

合である。 フィシュ・ソーセージの如 きはそれであ る。

移輸入増大および減少についても,移 輸出の場合 と反対の例を考えればよ

いわけである。



工業開発と地域市場の構造(伊 藤) 一77一

① 道内市場の拡大によって単 に数量の増加 したもの,

② 価格の推移によって数量が増加 した もの,こ れは道内で一部を賄って

いた場合はそれだけ道内自給率が下が る。

③ 道外商品の加工又は製造の段階が高次化 して新製品の項 目で増加 した

もの,

④ 新製品の出現によるもの,

⑤ 道内生産の休廃止によって新 しくつけ加わ ったもの。

移輸入の増加で注意すべ き点は,道 内市場の拡大によって市場指向型 とし

て工場が新設されれぽ移入は減 ることとなるし,自また道外企業が地元市場を

有 利 とな り道内向を止めた り減 らした りする場合,道 内生活が行なわれるよ

うにな り移入は減 ったことになる。

企業誘致 といえぽ,道 外か ら進出して くることを連想 しがちであ るが,既

第2表 品 目別移出入金額の変化

移 出 移 入

34年136年 34年136年

農 産 物 28,746 36,784 14,808 18,194

1 林 産 物 15,374 25,854 3,271 2,706

水 産 物 26,804 40,856 4,152 5,960

鉱 産 品 52,878 68,793 11,264 27,012

食 料 品 42,196 47,セ51 41,553 118,959

木 製 品 1,725 1,814 9,355 9,872

鉄 鋼 類 47,380 76,004 36,686 75,198

紙 ・パル プ 37,234 69,853 12,510 15,639

機 械 類 4,043 5,893 84,762 144,200

ゴ ム 皮 革 2,295 2,672 9,472 6,557

繊 維 品 6,914 7,821 49,960 60,068

化 学 製 品 6,638 13,861 18,039 34,921

窯 業 品 1,264 2,831 5,937 8,885辱

文具小間物 1,572 1,620 16,481 23,943

計 275,063 402,IO7 318,250 482,134

註 前掲資料P・50
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も

存の企業の新増設を含めて考えねぽな らない。北海道経済の対外的構造の変

化 と企業誘致の状況 とを結びつけてみることは有力な手がか りになる。 「昭

和38年 度版北海道経済白書」は企業誘致について詳 しく分析 しているが,こ

の場合業種 については 軽工業,化 学 工業および重工業の3つ に 分類 してい

て,移 輸出入の増減の原因別については不明である。ただ新設工場についで

「仕入先,出 荷先調」 を示 して あるので,こ れに よって若干の推量は 出来

る。

軽工業は食料品,木 材,木 製品,紙 ・パルプなどであるが,こ れ らの原材

料の 「仕入先」は87.3%が 道内であることか ら資源依存型の業種であること

は判 る。ただこの業種の製品が単に量的な増加なのか,高 次化 したものか,

あるいは新製品 なのかは 示されていない。 しか し,こ の業種 の製品 「出荷

先」 は注 目に値す る。すなわち,道 内企業 による新設工場は,道 内市場が

54.8%,道 外市場36.1%,外 国市場9.1%で,道 外企業は道内市場25.2%,

道外市場74.6%,外 国市場0.2%と なっている。 したがって,軽 工業の新設

工場は両者平均 して道内市場34.6%,道 外市場62.3%,外 国市場3.1%で あ

るが,道 外市場の比率の高いことおよび道内企業の外国市場向が9・1%あ る

ことは製品の高次化を物語るものといって よいであろ う。資源依存型の業種

が漸 く製品高次化によって市場拡大を目指 していることが判 る。

化学工業についてみ ると,原 材料の 「仕入先」は77.4%の 外国市場であ

り,製 品の 「出荷先」では道内市場が66.5%に 及んでいる。 したがって,こ

の業種は道内市場の拡大による 「新設」とみてよい。道 内企業 と道外企業 と

に分けてみると前者は完全に市場指 向型であるが,後 者は約3割 を道外市場

に移出 して いる。 これは全 く経営構成的 性格に よるもの とみて よいのであ

り,他 面道 内市場を足場 として道外進出が万能となっていることを示 してい

る。これは後に述べ る地域市場の大いさと経営規模の問題に関連する。地元

市場が一定の大いさになれば企業誘 致の可能性が生 まれ るか ら,道 外企業の

地域的分化 として進出 して くる。この場合道内企業が新設 され道外市場に進
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出す るよ り,既 に道外市場をもっている道外企業の地域的分化が有利である

ことはい うまでもない。移輸入構造の分析を通 じて どの ぐらいの大いさにな

れば,あ る経営規模を もつ工場新設が可能かとい うことを検討 してみる必要

がある。,

最後に重工業についてみると,原 材料の 「仕入先」は割 り合いに道 内の比

重が高 く56・7%を 占めている。また製品の 「出荷先」は道内市場が87.1%で

あって道内市場の拡大が誘因 となって 「新設」 されて いることが判かる。

「仕入先」が道内であることは,二 次,三 次 とい う製品化が行なわれている

とい うことであ り,恐 らく移入に依存 していた品 目であると考えられ る。 し

か し,こ こでも道外企業は道内企業に比べて 「出荷先」の うち外国市場の割

合は大きい。原材料 メーカーが道内にあ りなが ら,製 品化は道外で行なわれ

再び逆移入 して くる例 もあるが,重 工業の業種にそのよ うな例が案外に多

い。したがって,道 内企業が小さな規模でも地元需要に応ずるものとして新

設 されて もよい し,道 外企業の地域的分化が行なわれ る可能性はある。同時

にこの業種は他の業種 との関連度が高いとい う意味で,工 業開発のひとつの

軸をなす ものとして期待 され るわけである。

製品の 「出荷先」の割合か らい うと,軽 工業 と化学工業とは道内市場と道

外市場 とが逆比である。前者は道外市場6割 を占めるが,後 者は道内市場が

同 じ比率になっている。 したが って,道 外か ら進出 して くる企業は市場指向

であって,企 業誘致は時間を経なけれぽ一一定の経営規模で 「新設」できない

ことを示 しているし,道 内企業は高次化によって道外市場における競争力を

もち うる点が指摘 され る必要がある。 「適地業種の選定」については,ど う

して も市場中心にい まいちど再評価すべ きなのである。

結論として,① 道内企業は資源依存型の業種に多いが,し か し製品の高級

化によって市場拡大が可能であるといえるし,② 道外企業の進出はそれを可

能な らしめる条件としてある一定の大いさの地元需要が必要で,そ れを足場

として道外市場に進出できる。
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第3表 仕入先,出 荷先調(新 設)

仕 入 先 出 荷 先
区 分

道 内 障 外1外 国 道 内障 外1外 国
件 数

軽 道 内 87.8 7.8 4.4 54.8 36.1 9.1 64

工 道 外 87.1 12.5 0.4 25.2 74.6 0.2 40

業 計 87.3 10.9 1.8 34.6 62.3 3.1 104

化 道 内 19.8 24.7 55.5 90.6 9.4 一 4

学
工 道 外 6.6 15.0 78.4 65.9 31.5 2.6 9

業 計 7.2 15.4 77.4 66.5 31.0 2.5 13

重 道 内 82.2 17.5 0.3 98.6 1.4 一
0

4

工 道 外 55.7 43.5 0.8 86.7 13.3 一 7

業 計 56.7 42.6 0.7 87.1 12.9 一 11

道 内 86.0 8.4 5.6 56.0 35.2 8.8 72

計 道 外 67.6 16.0 16.4 41.4 57.8 0.8 56

計 72.6 13.9 13.5 44・9
、
52.4 2.7 128

註 前 掲資料P・107

(3)結 論に代 えて 一地域市場 の大いさと

経営規模に関する事例的考察一

第2表 でみ られるよ うに,鉄 鋼類(鉄 鋼 ・非鉄金属 ・金属製品)の 移入は

34年 に比べ36年 は約2倍 になっているが,こ れは道内市場の拡大によるもの

といえる。ただ し,完 製品,半 製品および原材料に分類 して製品の段階別に

み ることは出来ない。 しか し,道 内に鉄鋼 メーカーがあるけれ ども,二 次製

品以上の メーカーは少ないし,既 存 メーカーは経営規模が小 さい。道外か ら

の移輸入 と競争的な立場にあるし,こ れに対抗す るためには経営規模をある

程度大 きくしなければな らない。経営規模を大き くしても地元需要が小 さい

か ら,ど うして も道外市場に進出す る必要があ る。そ うす ると道外企業は一

貫 メーカーであって,経 営規模 も大 きいか ら,運 賃を負担 して道外市場で競
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争 出来ない。

以上の よ うな ヂ レソマは 高 次化 した 製 品 メーカ ーの 当面す る問題 で あっ

て,こ れ を克 服 す る た めに は 地 元 市 場 の 拡大に 侯つ よ りほかない とい え よ

う。

道内の二 次製 品 メーカ ーの成長過程をみて くると,工 業 開発 と企業 誘 致 に

関 す る種 々な示唆が得 られ る。

(1)こ の メ ー カp…一は35年 か ら38年 まで の 間 に売 上高 は 約1・58倍 に な ってい

る。

(2)こ の メー カ ーの 主要 製 品 で あ るA製 品 は道 内需 要 が ほ ぼ 同 じ期 間に約

1.6倍,B製 品 は1.4倍,こ れ に対 して 出荷 数 量 はA製 品 約1.8倍,B製

品 は1.3倍 で あ る。

(3)同 メ ー カ ーの市 場 占有 率 はA製 品 約33%,B製 品 約70%で あ る。A製

品 は この期 間 に3%増 加 し,B製 品 は 大 体 同 じ比率 を 保 って い る。

同 メーカーの種 々な数 字は公表 を さけてい るので,こ れ 以上 触 れ る こ とは

拙 来 な い が,最 近 経 営 規 模 の拡 大 を計 り工 場 を新設 した。 したが って,同 メ

ー カ ーの 生産 能 力(約3倍)は 飛 躍 的 に 増 大 し,道 外 市 場(外 国市 場 も含 め

て)の 拡 大 に迫 られ てい て,今 後 の課 題 は 正 に市 場 開拓 以 外 の何 もので もな

SC・o

しか し,こ こ まで企 業 を発 展 せ しめて きた過程で次の よ うな経緯 と経営 方

針 を とって きた。す なわ ち,(1)ま ず 鉄 鋼 メ ーカ ーの パ イ ロ ッ ト・プラ ソ ト的

な性格 を もって 発足 してい る。 ② 新製品 の開発に よって 地元需要 を伸ば し

た。(3)外 国 か らの技 術 導 入 を行 な って きてい る。(4)同 種 メ ー カ ー との合 併 を

二行 な い 経 営規模 の拡大 と工場 の集 中化を計 った。 このために新 設工場 を建設

した。(5)鉄 鋼 メ ー カPt一お よび商 社 を通 じ輸 出に 努 力 してい る。技術 導入 の相

手 方 との連繋 もあ る。(6)市 場 占有 率 の 引 き上 げ よ りも輸 出に よって カバ ー し

よ うとい う販売 方針 を とってい る。(7)管 理 体 制 を 整 えて 人 員 を極 力 抑 え生産

性 の 向上に努めてい る。
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以上 の経緯お よび経営方針について言え ることは,ま ず 第1に 鉄 鋼 メ ー カ

ーの パ イ ロ ッ ト ・プ ラ ソ トと して発足 してい るとい う点で あ る
。高 次の製 品

メーカーになれ ばなるほ ど,や は り道 外 大企 業 の 系 列下 に あ ることは,資 本

的 な 面 ば か りで な く技 術 指 導 や販 路開拓の うえで プラスが大 きい 。 したが っ

て,工 業 部 門 の高 次 化 には 大企 業 自体がパイ ロッ ト的役割 を果た して も,らう

こ とが 必要 とな る。言 いか えれば,工 業 開発 は道 外 大企 業 の進 出 と育成 に依

存す る こと大であ る。 も し関連企業 を必要 とす るよ うな業種 にあ っては,大

企 業 の パ イ ロ ッ ト・メ ー カ ーを中心 にユ ニ ッ ト方式(中 心 企 業 と関 連 企 業 と

が ひ とつ の 群をつ くって進 出す る方式)で あ る ことが必 要 とな る。

第2は 製 品 の高 次化 を はか るた め に は,や は り地 元 市場 が あ る程 度 の大 き

さで なければな らない。同時に市場 占有率が低 くて もあ る段階 までは損益分

岐点 の最低点 ぐらいの規模で出発 しなければ,最 初 か ら最 適規 模 は 目標 とす

る こ とが 出来ない。地元需 要の一部 を 占有 し,前 述 の最 低 点 に 達す る規 模 を

ロ'一カ ル ●ス ケ ■'"ル("IOcalscale")と 呼 びた い 。 した が っ て新 設 企業 を考

え る場合,ロ ー カル ・デ マ ソ ドに見 合 うス ケールを検討す べ きであ る。最初

か ら道外市場を含めて創業す ることは きわめ て危険 であ る。

そ して地域市場が小 さい場 合には,同 業 メ ーカ ー との 合併 とか 協 定 とか必

要 で あ って,市 場 を奪 い 合 うよ うな ス ケール では 共倒れ に な る。 したが っ

て,同 業 メ ーカ ーを 含 め て の ロー カル ・ス ケール を考 えねぽな らない。技術

の導入 は 一方では 規模 の拡 大,し た が って,量 産 体制 に 入 る こ とに な るか

ら,こ の 時 に 企業 の 合併 や集 中 を はか るべ きで あろ う。合併 や集中は結 局 ロ

ーカル ・ス ケール の選択すべ き範 囲に まで及 ぼ していかねば な らない。

道 内に立地す る企業 は多かれ少なかれマイナス条件 を幾 つ ももってい るか

ら,技 術 革 新 で対 処 す べ きで あ る。優 秀な機械 を導入す ることは,革 新 的 な

意 味 もあ るが,マ イ ナス 条件 の カバ ーの た め に何 よ り必要で あ る。 したが っ

て,道 外企 業 と 同 じ技 術 水 準 で あ ってはな らないか ら,技 術 も ロ ーカル ・レ

ベル(地 域 の マ イ ナ スを 消 去 し うる)で あ る こ とを提 唱 した い 。
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同時に,こ のメーカーが新製品を開発 して地元需要を占有できた とい う事

例は,道 外メーカーと同種であれば,価 格の うえで打ち負か されたかも知れ

ない。地元需要のみな らず道外需要を占有す るためにも新製品の開発は必要

である。資源依存型工業はこの新製品開発について余 りにも無関心すぎる。

国民生活水準の上昇や需要構造の変化に対応す るためにも新製品の開発が必

要であ り,こ れを通 じてのみ道内および道外の市場占有が可能 となる。

以上の諸点は経営位置と関連す る技術的性格,市 場経済的性格および経営

的性格の直接的および間接的関連についての諸点か ら判かるのであって,工

業立地の位置論的再評価の必要性を如実に示す事例 といえ よう。




